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我が国の活力の源泉である都市について、その魅力と国際競争力を高め、都市再生

を実現するためには、官民の関係者が総力を傾注することが重要である。政府は、都

市再生におけるこのような取組の共通指針として、都市再生基本方針（以下「本方針」

という。）を定める。 

 

 

第一 都市再生の意義及び目標に関する事項 

１ 都市再生の意義及び目標 

（都市再生の意義） 

都市は、人々の生活や経済活動等の場を提供する我が国の活力の源泉であり、よ

り快適に生活できる場の提供等により都市の魅力を高めるとともに、資本や人材等

を呼び込み、立地する産業の国際競争力を向上させる都市再生を的確に推進してい

くことは、国民生活の向上や経済の活性化等の観点から重要である。 

都市再生は、50 年後、100 年後の我が国の都市の姿、国の姿を形作るものである

資料１ 資料１ 

資料１ 



2 

ことを踏まえ、中長期的視点に立って、幅広い視野の下、推進していくことが重要

である。 

我が国は、少子高齢化の進展により、長年続いた人口増加が人口減少へと転換し、

高齢者単身世帯及び高齢者夫婦世帯を中心に、高齢者人口が急増していく中で、高

齢者が安心して生活し活躍することができる社会、かつ、子どもを生み育てやすい

社会を構築することが大きな課題となっている。さらに、国土全体を俯瞰すると、

東京一極集中の傾向が継続しており、首都直下地震などの巨大災害に伴う人的、物

的、経済的被害が増大するリスクが高まっている。災害リスクの軽減等の観点から、

東京圏の活力の維持・向上を図りつつ、過密化・人口集中を軽減し、快適かつ安全・

安心な環境を実現することが必要となっている。 

また、アジアの新興諸国の急速な経済成長を背景として、国際的な競争が激化す

る一方で、近年においては、「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」が国際社会全体

の目標として共有され、経済・社会・環境をめぐる広範な課題に、統合的に取り組

むことが重要であり、ＳＤＧｓ達成に向けた観点を取り入れた都市再生を推進する

必要がある。 

さらに、近年、第四次産業革命（ＩｏＴ、ビッグデータ、人工知能（ＡＩ）、ロ

ボット、シェアリングエコノミー等）のイノベーションが急激に起きており、それ

らをあらゆる産業や社会に取り入れることにより、様々な社会課題を解決する

「Society 5.0」を実現することが求められている。 

加えて、リニア中央新幹線の開業により東京・大阪間は約１時間で結ばれ、時間

的にはいわば都市内移動に近いものとなるため、三大都市圏がそれぞれの特色を発

揮しつつ一体化し、４つの主要国際空港、２つの国際コンテナ戦略港湾を共有し、

世界からヒト、モノ、カネ、情報を引き付け、世界を先導するスーパー・メガリー

ジョンの形成が期待される。 

このように、我が国の社会・経済が大きな転換期を迎えていることを踏まえ、新

たな方向性の下に都市再生を進めることが極めて重要である。さらに、今後発生が

想定されている東海地震、南海トラフ地震、首都直下地震等による大規模災害に備

え、東日本大震災をはじめとする災害における経験から得られる教訓をいかした国

土強靱化の推進が求められており、今後の我が国における都市再生の実現と併せて

都市の防災に関する機能を確保することが重要である。 

 

（地域の知恵を結集した中長期的な都市構想・戦略の共有） 

都市再生の推進に当たっては、地域の住民、民間企業、大学、地域の金融機関、

ＮＰＯ、地方公共団体等が連携し、地域が目指す都市の姿やそれを実現するための

都市再生の進め方について、地域の知恵を結集して具体性の高い中長期的な都市構

想・戦略を確立し、共有することが重要である。 

この際、活用可能な資源、直面する課題等は、地域により様々であることを踏ま

え、地域特性を踏まえた都市構想・戦略を確立する必要がある。 
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（都市の基本的構造の在り方） 

我が国の都市における今後のまちづくりは、人口の急激な減少と高齢化を背景と

して、高齢者や子育て世代にとって、安心できる健康で快適な生活環境を実現する

こと、財政面及び経済面において持続可能な都市経営を可能とすること、低炭素型

の都市構造を実現すること、災害から人命を守ること等を推進していくため、都市

の基本的構造の在り方について見直しを行い、コンパクトな都市構造へと転換して

いくことが重要である。 

具体的には、一定区域内の人口密度を維持するとともに、医療・福祉施設、商業

施設や住居等がまとまって立地し、あるいは、高齢者をはじめとする住民が公共交

通により医療・福祉施設や商業施設等にアクセスできるなど、日常生活に必要なサ

ービスや行政サービスが住まい等の身近に存在する「多極ネットワーク型コンパク

トシティ」を目指すことが重要である。 

その際、都市の外延化を規制的な手法により抑制するだけでなく、誘導的な手法

により積極的にコンパクトな都市構造へ転換していくという考え方に基づいて、都

市機能を集約するとともに、必要に応じ、都市外延部の自然再生等を進めていく。

また、需給バランスに配慮し、中心市街地など都市の中心部や駅周辺等において都

市機能の回復を戦略的に進める。 

  また、多くの都市で、空き地、空き家等の低未利用の空間が時間的・空間的にラ

ンダム性をもって発生する「都市のスポンジ化」が進行し、コンパクト化の拠点と

なるべき地区においても都市環境の悪化等によるエリア価値の低下を招いている

ことから、低未利用土地の利用促進など、既に発生したスポンジ化への対処のほか、

いまだ顕在化していない地域での予防的な措置を併せて、エリア価値の維持・向上

に向けた取組を総合的・戦略的に推進する。 

  

（経済活動を支える都市） 

都市は、我が国の経済活動の中心である。我が国経済の持続的発展のため、経済

活動に関連するコストの低減や企業の集積メリットの実現等を通じ、都市に立地す

る産業の競争力の向上等を進めるとともに、地域資源の有効活用により地域に根ざ

した産業を育成する都市環境を整備し、需要や雇用を創出していく必要がある。 

特に、東京一極集中の是正と地方創生の観点から、各地方のエンジンともいえる

中枢・中核都市等が、世界に直結し、世界から直接、成長の息吹を取り込むことで、

質の高い投資を喚起し、地方の平均所得の向上を実現していくことが重要である。 

 

（安心して快適に生活できる都市） 

住まい、職場、医療・福祉施設、子育て施設、教育・文化施設、商業施設等を近

接して立地させることで、子どもを生み育てやすく、高齢者が暮らしやすい環境を

形成する。さらには、今後人口の増加する高齢者が自然と外出してまちを歩き、健
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康な生活を送り社会的にも隔離されない環境を形成する、いわゆる「スマートウェ

ルネス住宅・シティ」の考え方に立って、女性や高齢者の社会参画を容易にするこ

とが必要である。 

人々がまとまって住まうことにより、近隣住民のきずなを深め、コミュニティの

力が維持・向上するとともに、商業施設や住宅等の資産価値が維持されやすいまち

となることが見込まれる。 

また、犯罪、交通事故など都市生活におけるリスクをできる限り抑制することが

重要である。 

 

（持続可能な経営ができる都市） 

コンパクトな都市構造を実現することで、経済的には、居住者やビジネスパーソ

ン同士のコンタクトを容易にし、経済活動の効率性を高めることが期待される。ま

た、人口の集積を背景にして、商業、医療・福祉、公共交通等に関するビジネスの

事業環境が整うことにもなる。このように地域においてビジネス環境が整うこと

は、地域外から流入した民間資金が地域外に流出せず地域内で循環することにもつ

ながり、地域の活性化に資するものである。 

  財政的には、適切なサービス水準を維持しながら、公共施設等の維持管理・更新

費を縮減することや、既存の都市施設・公的不動産や既存宅地などの都市インフラ

等を活用することにより都市経営コストを縮減することが重要である。また、住民

が健康な生活を少しでも長く楽しめるようにまちづくりに取り組むことにより、健

康増進が図られるものである。 

 

（魅力ある美しい都市） 

都市が長年にわたり育んできた文化、歴史、自然等を継承するとともに、新たな

文化的価値の創造・発信や緑地や水辺等の整備により、就労、生活する人々だけで

なく、観光客を始めとする都市を訪れる人々にとっても魅力ある美しい都市を整備

することが重要である。また、コンパクトな都市構造と併せて郊外部における緑地

や農地を活用するなど「都市と緑・農の共生」を目指すことが重要である。 

 

（災害に強い都市） 

東日本大震災における経験から得られる教訓を踏まえ、大規模な地震、津波、豪

雨、洪水、高潮等の自然災害等が発生した場合における都市の人的・経済的被害等

を最小化し、都市機能の停止・低下等による被災地域の住民等への負担を抑制する

とともに、我が国の経済・社会全体に与える負担を最小限とするための措置があら

かじめ十分に講じられた、災害に強い都市づくりを推進することが重要である。ま

た、地域の災害の経験と発生のリスクを踏まえて、災害に強いコンパクトな都市構

造を具体化していくことが重要である。 
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（環境負荷の小さい自然と共生した都市） 

都市における経済活動や人々の暮らしは、国際的に削減が求められている温室効

果ガスの排出のほか、廃棄物の排出、大気、水、土壌の汚染等の環境負荷の増大や、

生物多様性の損失、ヒートアイランド現象の進行等を引き起こすことを踏まえ、都

市のコンパクト化とエネルギーの効率的な利用を通じて、環境負荷が小さく、エネ

ルギー利用が合理的な都市を目指すとともに、生物多様性の保全等を通じ、自然と

の共生を図ることが重要である。また、気候変動への適応に配慮することが重要で

ある。 

 

２ 大都市における都市再生の意義及び目標 

（国全体の成長を牽引する大都市） 

国全体の成長を牽引し、国際レベルでの競争優位性を持ちうる産業の育成を担う

三大都市圏等の大都市は、経済活動に必要な資金、人材、技術等の集積を通じて、

我が国の経済活動等の中核としての役割を果たすものである。 

特に、近年は、資金、人材等が国境を越えて大きく動く環境の中、こうした資金、

人材等の確保をめぐり、ソウル、シンガポール、上海、天津、香港等のアジアの都

市間での競争が激化しており、その中で、急成長を続けている都市が、その国全体

の経済を牽引するエンジンとなっている事例もみられる。 

我が国においても、国の成長の牽引役としての大都市の再生を推進し、資金、人

材等を呼び込み、企業活動を集積させることを可能とするような機能・環境を整備

する必要がある。 

こうした都市の機能の高度化は、ビジネスパーソン同士のコンタクトを容易にす

ること等により第三次産業の効率性を向上させるほか、物流コストの低減等により

第二次産業の効率性も向上させる。 

また、羽田空港の国際化や関西国際空港の完全 24 時間化、主要港湾の機能強化

等による大都市と海外の都市とのヒト・モノのアクセスの向上がその他の都市と海

外の都市とのヒト・モノのアクセスの向上につながる等、大都市の再生は、新たな

需要や雇用の創出及び大都市と地方都市等との間の交流等を通じ、地方部も含め、

経済の活性化や国民生活の向上に幅広く寄与する。 

 

（質の高い生活のできる大都市） 

都市は経済活動の場であると同時に、都市で働く人々も含む、人々の生活の場で

ある。このため、大都市に立地する産業の競争力の強化に併せて、国際的にみて質

の高い生活環境を確保することが重要である。この際、特に大都市における企業等

の集積のデメリットをできる限り抑制することが重要である。 

大都市は、高齢者人口の増加が、増加数、増加率のいずれの面でも、今後急激に

起こる地域である。また、経済成長期の大都市への人口流入に対応して整備された

大規模ニュータウン等においては、高齢者人口が特に急増している。このため、今
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後急増する高齢者が安心して快適に暮らせるよう、医療や福祉等の生活サービス機

能を、高齢者がアクセスしやすいエリアで強化するなど、都市での生活を支える環

境を整備していくことが必要である。 

 

（災害に強い大都市） 

人口や各種機能等が集中し、我が国の経済活動等の中心である大都市は、大規模

災害に見舞われた場合、甚大な人的・経済的被害の発生に加え、当該都市の機能の

停止・低下により、我が国経済の成長に大きな悪影響をもたらすおそれがある。こ

うした事態を防ぐ観点から、東日本大震災における経験から得られる教訓を踏まえ、

人口・機能等が集中している大都市の特性が、大規模災害が発生した場合における

甚大な人的・経済的被害等につながらないようにすること、また、大規模災害が発

生した場合においても、基本的な都市機能ができる限り安定的に継続して確保でき

るようにすることに特段の配慮をすることが必要である。 

 

（大都市に集中した環境負荷の低減） 

温室効果ガスの排出源や自動車交通による大気汚染等の環境負荷が大都市に集

中していることを踏まえ、大都市における都市再生の推進に当たっては、環境負荷

の低減に特段の配慮をすることが必要である。 

 

第二 都市再生のために政府が重点的に実施すべき施策に関する基本的な方針 

１ 都市再生に取り組む基本姿勢 

都市再生を重点的に実施するため、以下の基本的方針に沿って対象地域、対象分

野などを特定し、優先順位を付けて関係府省が施策を集中する。この際、地域の実

情に最も精通した住民、ＮＰＯ、民間企業、地方公共団体等の連携の下で立案され

た、地域の資源や知恵を地域の自立や活性化に向けて最大限活用する包括的・戦略

的な計画を、「選択と集中」のコンセプトの下、集中的に支援する。 

また、都市再生に関する施策は、様々な政策分野に関連することを踏まえ、関係

府省は、縦割りを排して密接に連携し、地域の状況に応じて、大胆な規制・制度改

革、税制、財政、金融上の措置等を効果的に組み合わせ、地域の創意に基づく取組

を総合的に支援する。特にコンパクトな都市構造への転換を図る場合においては、

公共交通関連施策や中心市街地活性化施策などの施策との連携が重要である。 

さらに、都市が抱える様々な課題を解決するため、近未来技術や科学技術施策と

都市の再生に関する施策の連携を強め、Society 5.0 を実現する自動走行、ＡＩ、

ＩｏＴ、ロボット等の近未来技術を実装する取組等を通じ、生産性の向上と都市の

国際競争力強化を図る。 

都市再生に関する戦略の策定やその実施に当たっては、地域の課題や都市再生に

よる将来像、効果等についてわかりやすく見える化し、産学官金、住民、事業者、

投資家等の関係者間で共有することにより、都市再生の推進に向けた議論の充実を
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図っていく必要がある。また、支援の対象とする計画の各プロセスにおいて、第三

者の目を入れた客観的な基準やデータに基づく評価を実施し、計画や関連する施策

の充実や施策間の整合性の確保等につなげることが重要である。 

加えて、都市再生に関する施策の推進に当たっては、都市とその周辺地域との間

でのヒト・モノ・カネの交流・連携を通じ、地域間の共生を促す視点も重要である。 

 

２ 都市再生に関する施策の基本的方針 

（関係者との連携） 

都市再生に関する施策の推進に当たっては、地方公共団体との連携に加え、ＰＦ

Ｉ、ＰＰＰ等の手法を活用した社会資本ストックの整備、維持管理等に関する民間

事業者との連携により、その知恵と資金を活用することが重要である。 

また、地域の大学や、地域において様々な分野で活動するＮＰＯ等とも積極的に

連携するなどのきめ細かな施策の展開を図るものとする。 

このため、多様な関係者の合意形成を図る観点から、都市再生を推進する都市再

生緊急整備協議会や市町村都市再生協議会等を活用することや、都市再生推進法人

等を活用してエリアマネジメントに取り組むことなどが重要である。 

さらに、地域からの地域活性化等に関連する様々な相談に一元的に対応するとと

もに、国の施策に関する地域のアイデア等を積極的に受け止め、国と地域との密接

な対話を通じて、関連する施策の改善につなげていくことが重要である。さらに都

市再生に係るノウハウの提供等により、各地域においてまちづくりを担う人材の育

成支援や専門技術者不足の補完を行う必要がある。 

 

（都市のコンパクト化の推進等） 

  第一に、住まい、医療・福祉施設、子育て施設、教育・文化施設、商業施設、駐

車場等の立地や公共交通ネットワークの形成を含め、都市全体の観点から都市のコ

ンパクト化を推進していくことが重要である。これによって、地域産業の成長・雇

用の維持創出のための投資等の土俵がつくられることとなる。 

  第二に、既存の施設やインフラを活用することを重視しながら、民間の施設や住

宅等の再配置を進めることが重要である。 

  第三に、民間を主たる対象にして立地再編を進めていく以上、また、従来の都市

計画による規制的な手法をより実効的に使っていくためにも、誘導的な手法を活用

することが重要である。その際、民間の事業者や住民が、目指しているまちの姿に

向けて自然と投資をしていくような誘導策をとることが重要である。具体的には、

事前明示性のある誘導策に沿って、民間の事業者や住民が投資等を行っていくと中

期的に目指しているまちの姿に徐々に近づいていくというプログラム的手法を推

進していく。 

  第四に、都市のコンパクト化は、市町村が地域の実情に合わせて、自ら主体的に

考え、創意工夫をし、住民が事業者等と議論を重ねて取り組んでいくことが重要で
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ある。特に、「都市のスポンジ化」への対応については、それが地権者の利用動機

の乏しさから発生するものであることから、市町村による能動的な働きかけが重要

となる。一方で、隣接市町村等の影響を受けることもあることから、都道府県は、

コンパクト化に取り組む市町村がその目的を達成できるよう、広域的な観点から調

整を図ることが重要である。 

第五に、都市のコンパクト化の取組は決して容易なものではないことから、モデ

ルとなる事例を築き、それを波及させていくことが求められる。モデルとなる事例

の育成とともに、その調査、分析、普及に取り組むとともに、コンパクト化の評価

方法の改善に努める。 

このような方針の下、具体的には、各地域の人口動態等の見込みを踏まえつつ、

公共公益施設、医療・福祉施設、教育・文化施設、商業施設、駐車場等の適正な立

地の促進、一定のエリアへの居住の誘導、歩きやすい空間の整備、十分なサービス

水準を持つ公共交通のネットワークの形成、生活支援サービス等と一体となった高

齢者向け住宅の供給、既存住宅の流通、リフォーム市場の整備や定期借家制度の普

及等を通じた既成市街地の空家等の活用、拠点となるべきエリアにおける低未利用

土地の集約等による利用の促進、地域コミュニティによる身の回りの公共空間の創

出等の「都市のスポンジ化」への対処や発生の予防、市民農園の整備や生産緑地地

区の指定等による都市農地の保全、都市縁辺部の農地、林地等の宅地開発の抑制、

需要が見込まれない低未利用地の自然再生、地下空間の有効活用等を推進すること

により、「多極ネットワーク型コンパクトシティ」の実現を図る。 

 

（産業の競争力を向上させる環境整備） 

都市に立地する産業の競争力の向上や地域資源をいかした産業の育成を図る観

点から、都市の将来の産業構造を的確に見据え、コンパクトな都市構造へ転換して

いく上で産業立地のあり方にも配慮しながら、土地利用に係る計画の的確な見直し

等を進めるとともに、都市機能の高度化が特に必要な都心部や駅周辺等においては、

思い切った規制・制度改革の活用等による土地利用の高度化を進める必要がある。

また、他都市との間のヒト・モノの移動を容易とし、産業の集積に寄与する道路、

港湾、投資効果の高い大都市圏の空港等の整備を戦略的に推進するとともに、都市

内の移動を円滑化するために必要となる公共交通機関、道路等の整備を進める。 

また、公共交通の発達、オフィスビル等の利用形態の変化等に応じて、都心部に

おける開発に伴い駐車場や地下通路等の空間整備が適切に行われるよう、都市にお

ける移動人口の実態を調査し、都市開発に伴う空間整備について指針化を進める。 

さらに、既存道路の上下空間の民間開放、交通管制の高度化による交通渋滞の解

消等地域の産業の成長への貢献の観点から都市インフラの効率的かつ柔軟な維持・

管理を推進するとともに、都市の産業を担う人材を呼び込む質の高い生活環境を整

備する。 

加えて、都市インフラの整備に関する施策に偏ることなく、都市に立地する企業
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等の間での連携の促進、ベンチャー等の新たな起業の支援、外国企業による投資の

呼び込み、工場立地に関する手続の円滑化など将来成長が期待される産業の立地を

促進するための支援等の産業関連の施策、情報通信技術の利活用の促進等の情報通

信技術関連の施策等も含め、都市の産業を支える機能を高めるための総合的な施策

を推進することが重要である。 

また、地域の中核的な産業振興への貢献や地域に必要な人材の育成等に取り組む

地方大学と連携したサテライトキャンパス等の設立や、グローバルニッチトップ企

業等地域中核企業との連携等、産学官連携のまちづくり推進体制を構築するととも

に、近年みられる対日投資の機運を取り込んだ都市再生を通して、地方都市におけ

るにぎわいの創出や人材の確保を図る。 

 

（質の高い生活を確保するための諸機能の整備） 

子どもから高齢者まで、都市に暮らす人々が質の高い生活を送れるよう、良質な

住宅の供給の促進、商業、教育、医療、福祉、保育、文化、レクリエーション等生

活を支える諸機能の適切な配置、鉄道駅と自由通路や駅前広場等が一体となった交

通結節施設の整備等を通じた都市内の交通ネットワーク整備、緑地の保全及び緑化、

高度浄水処理施設の導入等による安全でおいしい水の確保等を推進する。 

この際、都市のコンパクト化の必要性を踏まえつつ、地域における需要の中長期

的見通しに照らして、ライフサイクルコストの観点も重視しつつ、住宅・建築物、

道路、公園、上下水道、河川等の公共施設、公共交通機関等の既存ストックの有効

活用を図り、必要に応じストックの更新・充実を円滑に進めていくことが必要であ

る。 

さらに、高齢者・障がい者等も含め、あらゆる人々が都市において安心して生活

できるよう、住宅・建築物、公共交通機関、道路、信号機、公園等のバリアフリー

化を積極的に推進する。特に、2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会

を契機として、今後、より高い水準のユニバーサルデザイン化や心のバリアフリー

を進めていく。 

また、都市の中心部ににぎわいをもたらす観点から、中心市街地の活性化や街な

か居住の促進等を推進する。 

 

（医療・福祉サービスの的確な提供等） 

今後の高齢者人口の増加に対応し、地域の医療、介護等の担い手の連携による医

療、介護、健康関連サービスのネットワーク化を、施設におけるサービスと訪問型

のサービスが効率的に提供されるよう進める。その際、今後我が国と同様に高齢化

の進展が予想されている他のアジア諸国でも展開可能なノウハウの蓄積を図るこ

とにも留意が必要である。 

また、健康増進のための活動に取り組みやすい環境の整備を進め、病気や寝たき

りの防止等を通じ、医療・介護コストの低減につながるまちづくりを推進する。 
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（急激に高齢化が進展するニュータウン等の再生） 

高齢者の割合及び人数が急速に増加している経済成長期に建設された大規模ニ

ュータウン等では、医療・福祉サービスの的確な供給、コミュニティの再構築等を

特に重点的に実施する必要がある。 

 

（子どもを生み育てやすい環境の整備） 

子どもを生み育てやすく、子育てしながら働くことのできる環境を整備するため、

駅やその周辺等の利用しやすい場所における保育所等の設置等による保育所待機

児童の解消、幼児教育、保育の総合的な提供、子育て支援・ネットワークの充実、

子育てバリアフリーの推進、職住近接で子育てしやすい街なか居住の推進、良質な

ファミリー向け賃貸住宅の供給の促進等が必要である。 

 

（犯罪等の起きにくいまちづくりの推進） 

防犯カメラの整備、防犯ボランティア活動の活性化、住宅の防犯性能の向上等を

積極的に推進することにより、犯罪の起きにくいまちづくりを進めるとともに、歩

道整備による安全・安心な歩行空間の創出等の交通安全施設の整備等により、都市

における交通事故の抑止を図る。 

 

（観光立国の実現等に資する魅力あるまちづくりの推進） 

観光による地域の活性化にも資する美しく魅力あるまちづくりを推進するため、

都市に継承された文化・歴史をいかした良好な都市景観の形成、特色ある文化芸術

の活用・創造・発信及び担い手の育成、街のにぎわいの創出、都市公園の整備、都

市に残る貴重な緑地の保全及び緑化等を推進する。 

また、観光による交流のポテンシャルの高い地域においては、更なるインバウン

ド等の増加を目指して地域の観光資源の有効活用に向けた地方公共団体、民間事業

者、ＮＰＯ等の連携を強化しつつ、観光に関連する規制・制度改革等や、滞在型観

光が可能な広域的な観光地の形成、宿泊容量の確保に向けたホテル・旅館等の整備、

円滑な交通手段の確保に向けたバスターミナルの整備、クルーズ船受入促進のため

のバースや旅客ターミナル等の環境整備、国内外へのクールジャパンをはじめとし

た都市の観光魅力に関する情報発信等を推進する。 

 

（災害に強いまちづくりの推進） 

＜基本的考え方＞ 

東日本大震災における経験から得られる教訓を踏まえ、大規模災害が発生した場

合における被害を最小化するとともに、被災後の住民等への負担を最小限とするた

めの施策を、他の都市再生に関連する施策とも連携をとりつつ、総合的に推進する

とともに、原子力発電施設における事故に係るものも含め、東日本大震災から得ら
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れる教訓に関する検証を各分野において進め、その検証結果を関連する施策の充実

にいかしていくことが重要である。 

＜人的被害等の最小化＞ 

東日本大震災において甚大な被害をもたらした津波や、気候変動の影響により今

後発生が懸念される極めて大規模な水害等の大規模災害による人的・経済的被害等

を最小化するため、防災関連のインフラ整備等のハード面の対策のみに頼ることな

く、ハード面の施策とソフト面の施策とを柔軟に組み合わせ、大規模災害に対して

多重的に防御していくことが重要である。 

こうした考え方のもと、ハード面の対策としては、津波等に備えた海岸保全施設、

より安全性の高い場所への避難を可能とする津波避難ビル等の避難施設、防災拠点

施設や避難路等の整備に加え、住宅・建築物、交通関連施設、上下水道施設等の耐

震化、避難、延焼防止や救護・復旧復興活動に有効な道路、公園等の整備や大街区

化、道路の無電柱化、行政施設、医療施設、学校施設、警察施設等地域の拠点施設

や老朽化し安全性等の面で問題を抱えるオフィスビル・マンション等の更新、密集

市街地の防災性の向上、地下施設の防災性の向上、総合的な浸水対策等、さらには、

津波・洪水・土砂災害等のリスクの高い場所への人口集中の緩和も含め、長期的か

つ広域的な戦略のもと、効率的に進める必要がある。また、移動が容易でない高齢

者・障がい者等が多数居住する施設や避難施設として大きな役割を果たす学校施設

等を中心に、津波等の災害のリスクの高いエリアへの立地を抑制するための対策を

講じることが重要である。コンパクトな都市構造への転換を図る場合においても、

生活サービス機能等の集約立地という観点と防災の観点とが整合するよう努めな

ければならない。 

さらに、東日本大震災で大きな被害をもたらした、宅地等の地盤の液状化や大規

模造成宅地における土砂流出等についても、被害を抑制するための対策を充実させ

ることが必要である。 

また、ソフト面の対策としては、東日本大震災において、避難時の的確な対応が

大きな人的被害の抑制につながったことを踏まえ、ハザードマップや多言語表記に

よる避難誘導サインの充実や防災教育等の実施により、自助の考え方のもと、でき

る限り安全性の高い場所へと避難することの重要性等への理解を深める等住民の

防災意識の向上を推進する。さらに、結びつきの強い地域コミュニティが災害時に

おける人的被害の低減や被災後の生活支援においても大きな役割を果たすことを

踏まえ、高齢者も含め多様な世代がコミュニティ活動に参加しやすい環境の整備等

を通じて、地域コミュニティの強化を図ることが重要である。 

こうした災害による直接的な人的被害を最小化するための施策に加え、災害発生

時に被災者に対して機動的に医療サービスが提供等できるよう、災害医療の支援機

能を有し、24 時間対応可能な救急体制を確保する災害拠点病院の機能充実等を進

めることが重要である。 

また、都市開発事業等を通じた都市再生の推進により、耐震性能や耐火性能の向
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上など災害に強いまちづくりが進められてきた一方、東日本大震災の発生時におい

て首都圏のターミナル駅周辺等に大量の帰宅困難者が発生したことなどにより、大

規模災害が発生した場合に都市機能が集積した地域で滞在者等の安全を確保する

必要性に対する意識が高まっていることを踏まえ、都市再生の推進に際し、併せて

滞在者等の安全の確保に係る都市の防災に関する機能の充実を図っていくことが

重要である。 

＜都市機能の停止・低下等の抑制＞ 

東日本大震災において、ライフラインの寸断が被災地域の住民等の生活に甚大な

影響をもたらした経験を踏まえ、災害時のライフライン等の損傷が都市全体の機能

に与える影響が最小限に抑制され、災害時においても自立的に都市機能が継続され

る都市づくりを進めることが重要である。また、災害時での機能継続が特に重要な

行政施設、医療施設、学校施設、警察施設等地域の拠点施設については、地域の実

情を踏まえた耐震性の向上や浸水防止対策、自家発電機の利用や再生可能エネルギ

ーの活用等による自立・分散型エネルギー源の確保、非常時の通信手段の確保、各

種物資の備蓄等を重点的に進めることが重要である。さらに、災害時におけるこう

した拠点施設とのアクセスを確保するため、交通関連施設の防災対策の充実、緊急

輸送道路の整備を進めることが重要である。 

また、災害発生時に都市において的確な応急対策、災害復旧等が行われるよう、

東日本大震災における経験から得られる教訓を踏まえ、地域レベルでの災害対応・

事業継続に関する計画等について、より具体性の高いものを整備するとともに、地

域における災害リスクに関する情報分析・提供等を通じて、地域の企業等による事

業継続計画の策定を促すことが重要である。さらに、迅速な復旧・復興につながる

地籍整備を促進することが重要である。 

また、災害時においても、被災地域への物資の提供、人員等の輸送、情報の収集・

発信、エネルギー等の供給ができる限り円滑に行われるよう、交通網、情報通信網、

エネルギー供給網等のライフラインについて、防災対策の充実、代替性・多様性の

向上、体制の整備を行うことが重要である。 

さらに、大規模災害が被災地域の企業の経済活動に甚大な影響を与えるリスクを

軽減するため、保険の活用を促すとともに、災害リスクに関する情報分析・提供等

を通じて、リファイナンスの頻度の少ない長期資金や災害リスクの低減のための金

融的手法を活用しやすい環境の整備を進めることが重要である。 

＜都市間の連携＞ 

東日本大震災においては、あらかじめ締結された協定に基づくものも含め、被災

を受けていない都市から、被災地域に対して行われた、物資の提供、ボランティア

活動に係る支援、関係機関のペアリング（組み合わせ支援）による地方公共団体職

員等の派遣、被災者に対する居住の場の提供等が進められ、被災者の生活支援に大

きな役割を果たした。また、その際、被災した太平洋側ルートを代替した日本海側

ルートが大きな機能を果たした。 
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こうした経験を踏まえ、災害時において被災を受けた都市に対して、被災を受け

なかった都市による支援が機動的に行われるよう、災害協定の締結、災害発生時の

対応に関する知見・知識の共有等による都市間の連携体制の強化を進めるとともに、

これを支える広域的な基幹ネットワークの整備・多重化を推進することが重要であ

る。 

また、東日本大震災が、東北地方に部品の製造拠点が集中している生産物のサプ

ライチェーンに大きな影響を与えたケース等のように、特定の地域の広域的災害が、

当該地域を超えた多大な影響を与えるリスクを勘案し、各種機能について、拠点と

なる施設の防災性の向上を図るとともに、同一圏域内に存しない都市間の連携のも

と分担させる枠組みについても、各分野において検討を進める必要がある。 

 

（環境負荷の低減と自然との共生） 

低炭素社会、さらにその先の脱炭素社会（世界全体でのカーボンニュートラル）

の実現を図るため、低炭素化の観点から都市計画の見直しを推進し、求心力のある

コンパクトな都市構造への転換を促す。また、老朽化したオフィスビル等の規制・

制度改革等を通じた低炭素型への更新、民間投資を誘導するための環境整備等を通

じた住宅・建築物のネット・ゼロ・エネルギー／ゼロエミッション化、環境教育に

活用できるエコスクールの整備、公共交通機関の利用の促進、自転車通行空間の整

備等自転車利用の促進、快適な歩行空間の整備、地域冷暖房等による効率性の高い

エネルギーの面的な利用の推進、都市の未利用エネルギーの利用、太陽光、太陽熱、

風力等の再生可能エネルギーの活用、スマートグリッドの導入、熱エネルギー利用

の推進、新交通管理システムの整備等による自動車交通の円滑化・需要抑制、緑地

の保全及び緑化、市民農園の整備や生産緑地地区の指定等による都市農地の保全、

環境配慮型の公共インフラの整備等を積極的に推進する。さらに、充電施設の整備

等を通じ、環境負荷の小さい電気自動車等の利用を促進する環境を整備する。併せ

て、低炭素社会の実現に向けたライフスタイルの転換を促進する。これらの推進・

整備により、スマートコミュニティの構築を図る。 

また、温室効果ガスの排出抑制に加えて、地域に与える環境負荷の低減を図る

ことも重要であることから、廃棄物の発生抑制、循環的利用、適正処分の推進、

緑地や水辺の保全、再生、創出等による生物多様性の保全、良好な大気・土壌環

境の保全、都市内の水資源の循環利用の促進、下水処理技術の向上等による良好

な水環境の保全、ヒートアイランド対策等により、都市から発生する環境負荷の低

減及び自然との共生を推進する。 

この際、温室効果ガスの排出削減・吸収量のクレジット化その他の仕組みの一

層の活用について検討を進め、大都市と地方都市等とで総体として環境負荷の低

減が図られるよう取組の連携を推進することにより、効率的に対策を行うことが

重要である。 

さらに、我が国の優れた環境関連技術をモデル的な都市へと集中投入すること
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により、未来に向けた環境関連技術に関して世界トップクラスの成功事例を作り

出し、これらの技術の国内外への普及展開を図る。 

豪雨の激甚化・頻発化などの気候変動への適応に配慮した都市再生を推進する

ため、将来の気候変動影響に関する科学的知見を踏まえた水害対策などの防災対

策等、各分野の適応策の推進を図る。 

 

（ＳＤＧｓ等を踏まえた持続可能な都市創造） 

ＳＤＧｓは、経済・社会・環境の三側面を不可分のものとして扱い、統合的な取

組を通じて持続可能な開発を目指すものとしてデザインされている。ＳＤＧｓにお

けるゴール、ターゲット、指標等を統合的に活用することにより、中長期の視点か

らビジョンや具体的な活動目標を構築することが可能となることから、持続可能な

都市創造のために、ＳＤＧｓを活用することは重要である。また、ＳＤＧｓは普遍

性のあるグローバルなゴールであり、この世界の共通言語ともいえるＳＤＧｓを用

いて、先進的取組等を国内外へ積極的に発信することも重要である。 

 

（安定的な民間都市開発推進のためのファイナンス環境の整備等） 

都市機能を今後とも維持・高度化していくためには、金融市場の状況に大きく左

右されることなく、都市開発に対する民間投資が持続的かつ円滑に行われることが

必要である。 

このためには、FinTech の進展など激変する金融環境に対応し、都市再生に不動

産証券化手法やクラウドファンディング等を積極的に活用する等、投資家のすそ野

を広げていく必要があり、また、都市開発に関連する様々なニーズに対応した資金

供給が、バランスのとれた形で行われ、不動産の流動化が促進されることが重要で

ある。 

特に、いわゆるリーマンショックによる国際的な金融市場の混乱の中、キャッシ

ュフローが安定し、損益面も黒字が確保されているＪリートにおいても資金繰りが

逼迫したこと、ミドルリスク資金の供給の縮減に伴い不動産投資市場全体が縮減し

たことを踏まえ、リファイナンスを必要とする頻度の少ない長期の資金や確保が困

難なミドルリスク資金について、安定的に資金供給が行われる環境の整備を進める。 

この際、年金基金や個人資産等の国内の資金の積極的活用と併せて、長期資金の

供給を積極的に行っている海外の投資家の資金の導入を促進することが重要であ

り、海外投資家による投資を円滑化するための環境を整備する。 

さらに、未曾有の被害をもたらした東日本大震災からの復興に当たっては、公的

主体及び民間主体の双方において、多額の資金が必要とされることから、今後、都

市開発に係る資金に関する需給がより逼迫した状況が継続していくことが見込ま

れることを踏まえれば、インフラ整備や都市開発事業等におけるＰＦＩ、ＰＰＰ等

の手法の積極的活用に加え、長期の資金等の安定供給のための環境整備の取組を強

化していくことが必要である。 
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また、民間にできることは民間に委ねるとの考えの下、都市再生を支える資金の

供給は民間によるものを基本とするが、民間による供給が困難と考えられるミドル

リスクの資金供給の分野においては、公的な枠組の下での資金の供給も進める必要

がある。さらに、社会資本整備の分野においても、ＰＦＩ事業等に対し民間資金が

より円滑に供給される環境の整備を進める必要がある。 

加えて、民間都市開発の持続的推進のためには、Ｊリート等の安定稼働に移行し

た不動産を購入できる主体についても円滑に資金供給が行われることが必要であ

り、投資家のニーズに沿った的確な情報提供・商品開発を促進すること等により、

不動産投資市場の活性化を図る。 

こうした民間都市開発に対する資金供給に関する施策と都市計画に関する規制・

制度改革、税制、コンパクトな都市構造への転換のための施策、老朽化・遊休化し

た不動産の再生のための証券化手法の整備、民間都市開発を支えるインフラの整備

等その他の民間都市開発を促進するための施策との一体的推進により、民間都市開

発を促進することが重要である。 

また、不動産取引に関する信頼性の高い情報の供給を通じて、国内外からの投

資が促進される不確実性が低く透明性の高い市場の枠組を整備するとともに、質

の高い民間投資を呼び込むため、土地の境界を明確化する都市における地籍整備

の緊急かつ計画的な促進を図るとともに、不動産取引価格情報の収集・提供の充

実、不動産鑑定評価の透明性・信頼性の向上、不動産価格に係るインデックスの

導入の検討等を推進し、都市再生に係る情報の早期段階からの提供、地域の課題

や都市再生による将来像とその効果等都市再生に係る情報を見える化するツール

を通し、関係者の合意形成や投資家の理解を促進する。さらに、民間都市開発に

関連する諸手続（建築確認手続等）や行政による意思決定について、できる限り

迅速化を進める必要がある。また、土地利用の高度化等の必要性が高いエリアで

の民間都市開発をより効率的に進める観点から、関係者との権利調整を円滑に進

める方策について検討する必要がある。 

 

（近未来技術の実装推進） 

自動走行、ＡＩ、ＩｏＴ、ロボット等の近未来技術や科学技術の研究開発プログ

ラム等の研究開発成果の社会実装を推進するため、研究開発成果と地方公共団体等

のニーズのマッチングを図るとともに、関係府省が、地域の創意に基づく近未来技

術等の社会実装に関する取組を総合的に連携して支援する必要がある。 

 

（情報通信技術の利活用の促進等による都市機能の高度化） 

産業、医療・介護、教育等都市で行われる様々な活動において、業務プロセスの

改善等による立地企業の生産コストの低減が実現するよう、必要となる情報通信技

術に関するインフラの整備を進めつつ、情報通信技術の利活用を促進することが重

要である。 
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３ 大都市における都市再生に関する施策の基本的方針 

（国際競争力の強化のための環境整備） 

将来我が国経済を牽引することが期待される産業が育成され、また、グローバル

に業務を展開する企業のアジア地域の拠点等の立地が促進されるよう、「選択と集

中」のコンセプトの下、新たな需要や雇用を生み出すポテンシャルの高いエリアを

中心に、以下の施策を総合的かつ重点的に実施することにより、経済活動の効率性

を高める環境の整備を進める。 

・ グローバルに業務を展開する企業の拠点にふさわしい都市環境を整備するため、

土地利用に関する思い切った規制・制度改革、民間都市開発事業に対する支援

制度等も活用しながら、多様なサービス機能を備え環境にも配慮したオフィス

環境の整備、国際的なビジネス環境及び生活環境の整備に必要な外国語対応の

医療施設、新規事業の創出を促進する施設等の整備、再開発等による低未利用

地の土地利用転換、複数の街区に細分化された土地の集約・整形による大街区

化、立体道路制度の活用による道路の上空利用、思い切った土地利用の高度化、

拠点性を創出する景観形成等を推進する。 

・ 国際競争力の強化、防災性の向上、都市景観の改善等の観点から、地域住民の

生活に配慮しつつ、大街区化を進めていくことが重要である。都市再生特別地

区制度を活用した既存道路等の上空利用を含む大街区化を行うに当たっては、

市町村マスタープランに大街区化を含む地域全体のまちの姿や整備方針を描

くなど、単なる個別開発に終始しないよう進めていくことが重要である。 

・ グローバルに業務を展開する企業等の活動を支える国内の高度人材の育成を進

めるとともに、グローバルに業務を展開する企業等が業務を進める上で必要と

なる情報の提供等を行う機能の整備を推進する。 

・ 羽田空港の 24 時間国際拠点空港化、首都圏空港を含めた徹底したオープンス

カイの推進、関西国際空港の再生、国際空港の容量拡大、ポスト・パナマック

ス船対応の国際コンテナ・バルク戦略港湾の整備、空港、港湾と公共交通機関、

道路等とによる合理的なネットワークの形成、環状道路の整備等により、海外

の都市との間のヒトやモノの移動に係るコストの低減等を図る。 

・ 大都市における主要な港湾のうち、我が国の産業の競争力を支える観点から特

に京浜港及び阪神港は、欧米向けの基幹航路の維持等を図ることが必要である。

このため、「選択と集中」の考え方の下、国と地方公共団体の政策の整合の確保

を図りつつ、これらの港湾への政策資源の集中を進めるとともに、効率性を阻

害し必要性の低い港湾利用に関連した規制・制度改革等を推進し、コストの低

減やサービスの向上等を通じて、これらの港湾に国内外の貨物が集約される環

境を整備していくことが重要である。この際、港湾の競争力は、港湾自体の機

能や経営効率化等だけでなく、当該港湾に関連する内航、鉄道、道路、産業等

様々な外部要因が大きく影響を与えることを踏まえ、港湾の国際競争力の強化
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に向けた取組は、関係府省の連携の下、総合的な施策の推進を図ることが重要

である。 

・ 都市内の移動を円滑にし、ビジネスの効率を高めるため、公共交通機関の機能

の向上、交通結節機能の高度化、道路ネットワークの整備、交通渋滞対策等を

推進する。その際、所有者や管理者等の関係者が連携して、歩行者空間の連続

性を確保するなど、利用者にとってわかりやすく使いやすい空間整備を推進し

ていくことが重要である。 

・ 都市における国際的なビジネス活動を支えるコンベンションセンター等の拠点

施設や国際水準のサービスアパートメント、ホテル等の施設の整備やＭＩＣＥ
※の誘致・開催を促進する。 

・ 将来我が国の経済を牽引することが期待されるグリーン・イノベーション、ラ

イフ・イノベーション、アジア経済戦略等に関連する成長分野の産業を育成す

る観点から、産業活動等に関する大胆な規制・制度改革を推進する。 

・ 大都市に集積した民間企業、大学・研究機関、ＮＰＯ等が、連携・協働を通じ

た相乗効果を生み出すことを促進するための交流機能の整備を推進する。 

・ 研究施設の整備等世界中から優れた研究者等を引き付ける研究環境の整備を推

進する。 

 

※ 企業会議（Meeting）、企業の報奨・研修旅行（Incentive）、国際会議（Convention）、展示会・

イベント（Exhibition/Event）の総称 

 

（災害に強いまちづくりの推進） 

人口・機能等が集中した大都市における災害の発生が、甚大な人的・経済的被害

につながることのないよう、超高層建築物等における長周期地震動対策の充実等高

層建築物等の耐震性の向上、ターミナル駅等における安全性の確保、環状道路ネッ

トワークの整備、密集市街地の防災性の向上、大都市沿岸部の工業関連施設の防災

対策の強化等防災対策の充実等の施策を特に重点的に推進する必要がある。また、

高層建築物、地下施設、交通関連施設等が集中する地域において、建築物等の単体

の防災対策にとどまらず、地域全体を見据えた、避難者・帰宅困難者対策を含む災

害時の対応に関するハード・ソフト両面からの官民連携による総合的な計画の策定

と当該計画に基づく取組を強化する必要がある。 

さらに、東日本大震災が広域的に都市機能の停止・低下等をもたらした経験を踏

まえれば、首都直下地震や極めて大規模な水害等の将来の大都市における大規模災

害が発生した場合において、我が国の経済活動を支える大都市の業務機能、行政機

能等について、できる限り継続性を確保する体制を整備することが、都市機能に対

する国際的な信頼の確保を通じて、大都市の国際競争力の強化を進める上でも重要

である。 

こうした観点から、高層建築物等の耐震性の向上、自立・分散型のエネルギー源、
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備蓄物資等を確保した災害に強いビジネス機能等を有する拠点等の整備を促進し

ていくことが必要である。その際、地域特性に応じた在り方を国、地方公共団体、

民間企業等が共有し、対策を講じていくことが重要である。 

 

（都市間・都市内の相互連携と役割分担の強化） 

我が国の大都市圏では、多くの都市の経済活動等が互いに影響を与えあっている。

我が国の大都市等の持続的な成長を実現するためには、同一の大都市圏を構成する

大都市間や大都市と周辺の中小規模の都市との間で、さらには、各都市内の拠点と

なるような地域間においても、それぞれの地域資源、都市構想・戦略等を踏まえた

機能分担を合理的に行う等の連携を強化しながら、都市再生に関連する施策を推進

することが重要である。 

さらに、大規模災害の発生が、広域的なエリアにおける機能の停止・低下をもた

らすリスクが顕在化した東日本大震災の経験を踏まえ、国土構造のあり方も勘案し

つつ、異なる大都市圏の大都市等の間においても、こうしたリスクを踏まえた合理

的な機能分担を進めながら、国全体の視点から効率的な形で、大都市等の成長を支

える施策を推進していくことが重要である。 

 

（海外の高度人材を呼び込む質の高い生活環境の確保） 

大都市の成長を生み出す専門知識を有する高度人材等を世界中から呼び込むこ

とができるよう、以下の施策を重点的に実施し、大都市で働く人々の生活の質の向

上を推進する。 

・ 国際的に遜色のない良質な住宅の供給の促進 

・ 外国語表記による標識の設置、外国語による情報の提供等都市生活における言

語バリアの解消 

・ インターナショナルスクール、外国語で利用できる病院等外国人が安心して利

用できる諸施設に関する環境整備の促進 

・ 創造的人材の育成・集積に資する、新たな文化芸術の創造拠点及び多彩で魅力

ある文化芸術の発信・交流拠点の形成 

・ 都市公園の整備を始めとする緑地の保全及び緑化の推進等を通じた都市生活に

潤いとゆとりを与える都市環境の整備 

 

（高齢者人口の急増への対応及び保育所待機児童の解消等） 

大都市は、高齢者人口の増加が、今後、特に大規模かつ急速に起こること、郊外

部等に経済成長期に建設され高齢者人口が特に急増する大規模ニュータウン等が

多数存することを踏まえ、医療・福祉サービス等の的確な提供等の取組を特に重点

的に推進する必要がある。また、保育所待機児童は、大都市に集中していることを

踏まえ、駅やその周辺等の利用しやすい場所における保育所等の設置等による保育

所待機児童の解消を特に重点的に実施する必要がある。 
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（集積のデメリットの抑制） 

大都市に資金、人材等を呼び込み、企業活動を集積させることは、慢性的な交通

渋滞や通勤混雑等のデメリットをもたらす。こうした集積のデメリットをできる限

り抑制するため、交通渋滞を解消するための道路整備や交通管制の高度化、荷さば

き施設の整備等による都市内物流の機能向上、公共交通機関の機能向上・利便性向

上等による通勤混雑等の緩和やオフピーク時の利用促進等を積極的に進めること

が重要である。 

 

（環境負荷の低減） 

大都市に集中している温室効果ガスの排出や自動車交通による大気汚染等の環

境負荷を低減するための取組を特に重点的に推進する必要がある。 

 

 

第三 都市再生緊急整備地域を指定する政令及び特定都市再生緊急整備地域を指定す

る政令の立案に関する基準その他基本的な事項 

１ 都市再生緊急整備地域及び特定都市再生緊急整備地域の指定基準 

(1) 都市再生緊急整備地域の指定基準 

都市再生特別措置法第２条第３項に基づき、都市開発事業と一体的に実施される

産業機能の高度化等を含め都市再生の推進に向けた幅広い議論がなされる等、都市

計画・金融等の諸施策の集中的な実施が想定され、市街地の整備を緊急かつ重点的

に推進する必要があると判断した地域であって、以下の具体的な指定基準に該当し、

本方針第一及び第二の内容に沿った都市再生の推進が見込まれるものを「都市再生

緊急整備地域」として指定する。 

ア 早期に実施されることが見込まれる都市開発事業等の区域に加え、その周辺で、

土地所有者の意向や地方公共団体の定めた計画等に基づき都市開発事業等の気

運が存在すると認められる地域 

イ 都市全体への波及効果を有することにより、本方針第一及び第二の内容に即し

た都市再生の拠点となる的確な土地利用の転換が将来見込まれる地域 

なお、都市再生と併せて滞在者等の安全を確保するための対策を講ずる必要性が

高い地域について、必要に応じて、都市再生緊急整備地域の指定を行う。 

(2) 特定都市再生緊急整備地域の指定基準 

都市再生特別措置法第２条第５項に基づき、都市再生緊急整備地域のうち、当該

都市の国際競争力強化につながる都市開発事業等の実施が見込まれ、かつ、地域の

地方公共団体の関与のもと国際競争力強化の拠点とする上で実現性、具体性等の点

で十分な地域の国際競争力強化に向けた都市構想・戦略が、策定・公表されており、

地方公共団体による当該地域における都市再生に関連する制度の適切な運用等国

際競争力の強化に向けた取組が的確に行われていると認められるもののうち、以下
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の具体的な指定基準に該当し、本方針第一及び第二の内容に沿った都市の国際競争

力の強化に向けた都市再生が見込まれるものを「特定都市再生緊急整備地域」とし

て指定する。 

ア 新幹線駅若しくは国内線の空港及び国際線の主要な空港を有し、又はこれらに

隣接・近接し、若しくはこれらと交通アクセスが容易であること等により、国内

外の主要な都市との往来を円滑に行うことが可能な地域（今後のインフラ整備に

より、可能となる地域を含む。） 

イ 企業の業務活動の場やコンベンションセンター、国際会議場、宿泊施設、外国

人ビジネスパーソン等の生活を支える施設等企業の業務活動を助ける諸機能等

の都市機能が集積している地域（今後の都市開発事業等の実施により、高度に集

積すると見込まれる地域を含む。） 

ウ 企業の経済活動が活発に行われ、多くの付加価値が生み出されている地域（今

後の都市開発事業等の実施により、多くの付加価値が生み出されると見込まれる

地域を含む。） 

なお、東京一極集中の是正等国家的課題解決の観点から国際機能を強化する地域

であって、世界と直接つながる経済活動を促進するための投資等が実施されている、

又はそのような投資を喚起するための効果的な取組が地方公共団体等により実施

されている、若しくは確実な実施が見込まれる地域については、今後の都市機能の

集積及び付加価値の創出の見込みについて、特段の配慮を行うものとする。 

 

２ 都市再生緊急整備地域の候補となる地域の設定 

近い将来における政令指定の意向を関係自治体が持つものの、都市開発事業の熟

度や関連計画との整合等が指定レベルに至っていないなどの場合には、民間投資の

一層の喚起や都市再生の質の向上を図るため、地方公共団体の意向等を踏まえ、必

要に応じて都市再生緊急整備地域の候補となる地域（以下「候補地域」という。）

を設定し公表するものとする。 

候補地域においては、民間提案の機会の提供、スケジュールの共有、魅力的な案

件形成等を行うため、地方公共団体、学識経験者、民間事業者、金融機関等幅広い

関係者に加え、国も積極的に参画する連携の場（準備協議会）を設立し、以下の事

項を実施する。 

ア 都市再生緊急整備地域として政令指定すべきエリア（素案）の作成 

イ 都市再生の目標・方針となる地域整備方針（素案）の作成 

ウ その他都市再生の質の向上と民間投資の呼び込みに必要な事項の検討及び 

推進 

なお、候補地域においては、進捗状況等を確認しながら、適宜、関係自治体の意

向等を踏まえ候補地域としての継続可否を判断するものとする。 

 

３ 都市再生緊急整備地域及び特定都市再生緊急整備地域における施策の集中的実施 
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都市再生緊急整備地域における施策の推進に当たっては、本方針第一及び第二の

内容を踏まえるほか、民間の時間感覚に合わせ、関連制度の運用が、できる限り民

間事業者等の提案をいかしたものになるよう努めること等により、その創意工夫を

最大限にいかすことを主眼として、都市再生特別措置法において規定している都市

計画等の特例、金融支援措置だけでなく、許認可の適切な運用、公共施設その他の

公益施設の重点的な整備及び再整備や、都市再生上必要となる施策について、国及

び関係地方公共団体が総力を挙げ、当該地域の整備のため緊急かつ重点的な実施に

努める。特に、特定都市再生緊急整備地域が指定されている地域における施策の推

進に当たっては、都市の国際競争力の強化のために必要となる施策について、緊急

かつ重点的な実施に努める。さらに、施策効果の発現状況等を踏まえ、これらの取

組について集中的実施のために不断の見直しを行う。 

また、都市再生緊急整備地域の整備に当たって、地方公共団体、民間事業者、都

市再生推進法人その他のＮＰＯ等の発意を積極的に反映させるとともに、必要に応

じ、国、地方公共団体等に加えて、地域の関係者により構成される都市再生緊急整

備協議会を組織し、透明な手続の中で時間を限って関係者間で調整を行い、迅速に

その解決を図る。 

 

４ 都市再生緊急整備地域及び特定都市再生緊急整備地域の整備に当たっての配慮

等 

（都市再生の推進に当たっての配慮等） 

都市再生緊急整備地域の整備に当たって、本方針第一及び第二の内容を勘案する

ほか、国土の利用、開発及び保全に関する総合的な計画など国が定める計画との齟

齬を来すことのないよう留意する。 

また、東日本大震災における経験から得られる教訓を踏まえた防災機能の充実、

緑、水、大気、生物多様性、エネルギーや景観など都市の環境の保全・改善や、従

前居住者の居住の確保などに特に配慮する。 

さらに、当該地域において都市開発事業に係る都市計画提案を行うに際しては、

都市計画マスタープランなどを勘案しつつ、民間の創意工夫を十分にいかして進め

る。 

また、特定都市再生緊急整備地域が指定されている地域の整備に当たっては、グ

ローバルに業務を展開する企業にふさわしい拠点性とシンボル性を備えた国際競

争力強化に資する景観の形成が図られるよう配慮するとともに、大規模災害時にお

ける帰宅困難者の発生抑制や業務機能・行政機能等の継続に資する備えを講じるこ

とが重要であることに留意する。加えて、総合特別区域法に基づく国際戦略総合特

区制度をはじめとする産業の国際競争力の強化に関する他の施策との有機的な連

携を図るよう配慮する。その際、国、地方公共団体等に加え、都市開発事業を施行

する民間事業者や公共公益施設の整備等を行う者等により構成される都市再生緊

急整備協議会を必要に応じて組織し、都市の国際競争力の強化に資する都市開発事
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業や公共公益施設の整備及び再整備等を盛り込んだ整備計画を作成し、計画に基づ

く事業の着実な実施を推進する。 

 

（都市再生駐車施設配置計画の作成及びその実施に当たっての配慮等） 

都市再生緊急整備地域の整備を進めるに当たっては、必要に応じ、都市再生駐車

施設配置計画（以下この節において「計画」という。）の作成を推進する。計画の作

成に当たり、以下の点に留意することとする。 

・ 商業施設等の集積の状況、道路の交通の状況、公共交通機関の利用の状況等の

事情を勘案し、一般駐車施設や荷さばき駐車施設といった駐車施設の種類ごと

に、余剰又は不足、安全かつ円滑な交通の阻害等、規模や位置の問題が生じて

いる、又は生ずるおそれのある区域を対象に計画の作成を推進すること 

・ 実効性のある計画の作成のため、都市再生緊急整備協議会を組織するに当たっ

ては、国、関係地方公共団体等に加えて、都道府県公安委員会や道路管理者を

始め、都市開発事業を施行する民間事業者、既存の建築物の所有者等の、計画

を適切に定めるために必要な関係者を構成員とすること 

・ 計画の作成に当たっては、駐車需要が適切に充足されるよう駐車施設の規模を

定め、また、安全かつ円滑な交通が確保されるよう駐車施設の位置を定めるた

め、十分な検討を行うこと 

・ 円滑な計画の作成・実施を推進するため、国が作成する計画作成のための手引

き等を活用するとともに、関係者への普及・周知を図ること 

 

（都市再生安全確保計画の作成及びその実施に当たっての配慮等） 

都市再生緊急整備地域の整備を進めるに当たっては、必要に応じ、帰宅困難者対

策や業務機能・行政機能等の継続の確保等に係る事項の地域整備方針への記載並び

に都市再生安全確保計画（以下この節において「計画」という。）の作成及び計画に

基づく事業等の実施を推進するとともに、計画に基づく事業等の実施やその効果の

検証を進める中で、滞在者等の安全の確保に向けた帰宅困難者対策や業務機能・行

政機能等の継続の確保が最大限になされる計画に向けた不断の見直しや運用の改

善等に努める。こうした取組を進めるに当たり、以下の点に留意することとする。 

・ 特定都市再生緊急整備地域など、人口・機能等が特に集中し、都市の国際競争

力の強化を図るべきターミナル駅周辺の地域においては、計画の作成及び当該

計画に基づく事業等の実施を重点的に推進すること 

・ 都市再生緊急整備地域全域にわたる計画の作成が困難な場合でも、人口・機能

等が集中し、大規模災害が発生した場合に大きな混乱が発生するリスクが高い

エリア、関係者の防災意識が高く計画の作成及び当該計画の実施にコンセンサ

スが得られやすいエリア等計画作成が迅速に行われることが見込まれるエリ

アから順次、計画を作成すること 

・ 計画には、退避経路、退避施設、備蓄倉庫、非常用電気等供給施設等の都市再
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生安全確保施設の整備等や建築物の耐震改修等のハード対策及び情報共有・提

供、地域における防災に関する訓練の実施、医療サービスの確保等のソフト対

策等幅広い対策が盛り込まれることが想定されるが、当初の計画に想定される

全ての対策を盛り込むことが困難な場合には、地域の実情に応じて、対応可能

な対策から順次、計画に盛り込むこと 

・ 滞在者等の安全の確保に向けた帰宅困難者対策や業務機能・行政機能等の継続

の確保を重点的に図る必要のある地区において官民連携の下、地域特性に応じ

たエネルギー供給ネットワーク等を構築する上で効率的かつ効果的なシステ

ムが導入されるよう留意するとともに、災害時での機能継続が特に重要な行政

施設、医療施設、退避施設に適切にエネルギーが供給されるように措置するこ

と 

・ 実効性のある計画の作成及び当該計画に基づく事業等の着実な実施を推進する

ため、都市再生緊急整備協議会を組織するに当たっては、国、関係地方公共団

体（消防部局を含む。）等に加えて、都道府県公安委員会を始め、既存の建築物

の所有者やテナント、鉄道事業者、エネルギー供給事業者、情報通信事業者、

医療機関等の滞在者等の安全の確保に必要な関係者を構成員とすること 

・ 人口・機能の集積状況等の基礎データの収集・分析等を通じて、地域が抱える

災害に対するリスクや地域資源を多角的に評価するとともに、対策の優先順位

や費用対効果等を勘案しつつ、地域の実情に応じた目標の設定と効果的な対策

を講じること 

・ 地域の総力を挙げた取組の一層の促進を図るため、計画の作成及び当該計画に

基づく事業等の実施に当たっては、民間の資金やノウハウ等を積極的に活用す

ること 

・ 関係者間の意識共有を図るとともに役割分担等を明確化するため、計画の意義・

目標及び実施体制、計画に盛り込まれる対策やその実施主体・実施期間をでき

る限り具体的なものとすること 

・ 高齢者、障がい者、外国人、乳幼児、妊婦等に配慮した計画内容とするととも

に、計画に基づく地域における防災に関する訓練の実施に当たっては、これら

要配慮者の支援に関連する団体等にも参加を促すこと 

・ 大規模災害が発生した場合に計画が円滑に実施されるよう、ハード面の対策の

みに頼ることなく、平常時での地域における防災に関する訓練の実施やまちづ

くり活動等を通じて、地域の関係者が継続的に計画の実施に取り組む体制を構

築すること 

・ 地域における防災に関する訓練から得られる成果や地域の状況の変化等に応じ

て、計画内容に関する検証を進め、その検証結果を計画の充実にいかしていく

こと 

・ 円滑な計画の作成・実施を推進するため、国が作成する計画作成のための手引

き等を活用するとともに、関係者への普及・周知を図ること 
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（都市再生緊急整備地域間の相互連携）             

  都市全体からみて、相互に地理的、経済的、社会的に密接な関連を有する複数の

都市再生緊急整備地域がある場合においては、都市の再生の効果を効率的に発現さ

せるため、都市全体としてバランス良く都市開発事業等が行われ、多様なビジネス・

生活環境を備えることが重要であり、それぞれの地域の強みをいかしつつ、弱みを

補完するべく、地域間での役割分担を意識して取り組むことが必要である。 

  そのためには、それぞれの都市再生緊急整備地域の地域整備方針において、オフ

ィス施設、宿泊施設、商業施設、ＭＩＣＥ施設などの様々な都市機能を有する施設

であって重点的に整備すべきもの、エリアマネジメントやシティセールス等必要な

ソフト事業等を明らかにし、当該地域整備方針に即した都市再生を実現するため、

都市再生緊急整備協議会相互で連絡調整を密にすることが必要である。 

 

５ 都市再生緊急整備地域及び特定都市再生緊急整備地域の評価及び指定の見直し等 

本方針第一及び第二の内容を踏まえ、社会経済情勢の変化に対応した適時適切な

地域指定を実施し緊急かつ重点的に市街地整備を推進することを目的として、既に

指定されている都市再生緊急整備地域及び特定都市再生緊急整備地域で指定後一

定期間を経過したものについては、当該地域における民間事業者、地方公共団体等

による都市再生の取組の状況等を定期的に評価し、その結果を踏まえ、必要に応じ

て指定の見直し及び地域整備方針の見直しを行うこととする。 

なお、評価の実施に当たっては、以下に掲げる観点から、指定地域や地域整備方

針の指定基準等への適合性を検証することとする。さらに特定都市再生緊急整備地

域については、国際競争力強化の観点を重視した評価を行うこととする。 

ア 上位計画、関連計画における位置づけ 

イ 都市再生に係る事業の進捗状況 

ウ 都市再生の効果 

 

第四 都市再生整備計画の作成に関する基本的事項 

１ 自主性と創意工夫による全国の都市再生の推進 

稚内から石垣まで全国の都市を対象として、本方針第一及び第二の内容を踏まえ、

身の回りの生活の質の向上と地域経済・社会の活性化を図る都市再生の取組を推進

する。 

市町村や民間をはじめとした多様な主体による積極的な取組とこれに対する国

等の支援の基本的枠組となる 

・ 民間をはじめとした多様な主体によるまちづくり活動 

・ 地域の自由な発想がいかせるまちづくりを支援する交付金 

・ 都市再生に必要な権限の一体化 

・ 行政と民間まちづくり活動との連携・協働 
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について、市町村が都市再生特別措置法第４６条第１項の規定に基づき作成する

「都市再生整備計画」は、民間をはじめとした多様な主体による創意工夫をいかし

た取組を含め、市町村の自主性を尊重し、少子・高齢化等の地域社会の変化の動向、

歴史・風土・景観、環境、生物多様性、産業構造、交通上及び市街地の安全上の課

題などの地域の特性に応じ、地域の有形・無形の資源を活用した創意工夫を最大限

発揮することを目指すものとする。 

都市再生整備計画には、市町村による公共公益施設の重点的な整備に係る事項の

みならず、民間をはじめとした多様な主体によるまちづくり活動についても明らか

にすることを通じて、都市再生整備計画を土台とした継続的かつ一体的な都市再生

を推進する。そのため、都市再生整備計画の作成に当たっては、都市再生推進法人

や関係行政機関が一堂に会する市町村都市再生協議会を活用するなど官民連携の

取組の円滑な推進を図ることが重要である。 

一方で、我が国の都市全体を通じ、コンパクトな都市構造への転換を図り、持続

可能な都市経営を行っていくことが求められている中で、都市再生整備計画により

実施する事業や施策についてもこのような考え方を踏まえたものに重点化してい

くことが必要であり、都市の外延部において実施する際には、農業や観光など地域

資源をいかした産業の推進により戦略的・具体的に都市の持続可能性が示された場

合等に重点化する必要がある。さらに、立地適正化計画の策定により具体的な集約

化・持続可能性確保の姿が示されていない地域における都市再生整備計画への支援

の在り方については、国の財政事情等も踏まえ、中期的には適切に見直していくこ

とが必要である。 

 

２ 都市再生整備計画において具体的に明らかにされるべき視点等 

都市再生整備計画においては、本方針第一及び第二の内容を踏まえ、選択と集中

の考え方に立脚し、以下の視点を明らかにしつつ、迅速に実施すべき具体的事業・

施策を内容とするものとする。 

ア 得られる成果の重視、ソフトの充実等による戦略的・効率的実施 

○ 得られる成果を重視し、計画に基づき実施される事業・施策についてできる

限り客観的で透明性の高い適正な評価が図られること。 

○ 既存施設の活用、ソフト施策との連携、民間をはじめとした多様な主体によ

る積極的な取組などを重視することにより、事業・施策の効率的実施と文化、

環境、生物多様性、居住等の都市の機能の増進が図られること。 

○ 構造改革特別区域、地域再生計画、中心市街地活性化基本計画、歴史的風致

維持向上計画、観光施策等の活用を含め、関連し合う諸施策と一体的に連携し

つつ、相乗効果の発揮が図られること。 

○ 将来にわたって継続的かつ一体的に都市の多様な機能を確保する施設等の維

持管理が図られること。 
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イ 民間のまちづくりに関する活動等との連携・協働 

○ 計画・事業・運営への地域団体等の積極的な参加と民間をはじめとした多様

な主体による取組の推進やアイデア・ノウハウ等の活用が図られること。また、

市町村による都市再生推進法人の指定を積極的に行うほか、必要に応じて市町

村都市再生協議会を組織することにより、官民連携の取組の強化を図ること。

その際、市町村都市再生協議会の構成員に関係道路管理者、関係公園管理者そ

の他の行政機関を加えること、交通事業者や物流事業者等の協力を求めること

等により、柔軟な取組の実現を図ること。 

○ まちづくりに関する住民、産・学、ＮＰＯ、一般社団法人や一般財団法人、

まちづくり会社、専門家等による主体的な活動や、これらの活動と市町村によ

る活動との協働、これに対応した機動的な事業・施策の実施が図られること。 

○ 計画区域における道路の占用の特例を適切に活用し、道路空間のオープン化

及び適切な維持管理が図られること。都市再生整備計画に道路の占用の特例に

係る記載を行う場合には、都市の再生、道路の通行者又は利用者の利便の増進

に資するよう、占用主体が行う道路交通環境の維持及び向上を図るための措置

を計画に位置づけること。 

○ 計画区域における都市公園の占用の特例を適切に活用し、まちのにぎわい創

出及び適切な維持管理が図られること。都市再生整備計画に都市公園の占用の

特例に係る記載を行う場合には、都市の居住者、来訪者又は滞在者の利便の増

進に寄与するよう、占用主体が行う都市公園の環境の維持及び向上を図るため

の措置を計画に位置付けること。 

○ 計画区域における都市空間の有効活用、にぎわい創出を図るとともに、都市

再生整備歩行者経路協定及び都市利便増進協定等を活用し、都市再生推進法人

をはじめとした多様な主体による活動との連携の下、公共空間の適切な維持管

理が図られること。 

○ 計画区域における低未利用土地の戦略的な有効活用、にぎわい創出を図ると

ともに、低未利用土地利用促進協定等を活用し、都市再生推進法人等のアイデ

ア・ノウハウ等を活かした空地や空店舗等の再生が図られること。 

○ 都市再生整備計画に都市再生推進法人、民間企業等が行うまちづくり活動や

道路の通行者若しくは利用者又は都市の居住者等の利便の増進に資する措置等

を総合的に計画に位置づけることにより、民間をはじめとした多様な主体によ

る取組が推進されること。 

 

第五 立地適正化計画の作成に関する基本的事項 

１ 都市のコンパクト化に向けた包括的なマスタープランの作成 

立地適正化計画は、一定の人口密度に支えられた生活サービス機能の維持や、イン

フラ費用の抑制等による持続可能な都市経営の実現を図るため、都市全体の観点か

ら居住機能や医療・福祉などの都市機能の立地、公共交通の充実等に関する包括的
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なマスタープランとして作成するものであり、本方針第一の１「都市の基本的構造

の在り方」や第二の２「都市のコンパクト化の推進等」に示した考え方を現実に実

現するよう作成するものとする。 

立地適正化計画には、将来の人口動態や人口密度等を勘案して、中期的に都市の生

活を支えることが可能となるような都市構造についての考え方を盛り込むとともに、

まちづくりの理念、将来的に目指すコンパクトシティの具体像、実現のための主要

課題と施策等について示すものとする。コンパクトシティの具体像を示すに当たっ

ては、立地適正化計画において居住誘導区域や都市機能誘導区域等のエリア設定を

行うことから、地域の実情や歴史・沿革等にも配意しつつ、居住誘導区域における

住まいの在り方や都市機能誘導区域に誘導する施設の配置を含め、ある程度具体的・

即地的・定量的に将来のまちの姿を示すことが望ましく、また、施策はプログラム

的手法をとることが望ましい。 

また、「都市のスポンジ化」の進行により、居住誘導区域や都市機能誘導区域にお

いて低未利用土地が相当程度発生している場合などには、住宅や誘導施設の立地誘

導等を図る観点から、低未利用土地の利用及び管理に関する指針を定めるとともに、

必要な対処方策等について示すことが望ましい。 

さらに、都市機能誘導区域に係る誘導施設が休止、又は廃止されることは、まち

づくりに与える影響も大きいことから、都市機能誘導区域外における誘導施設の整

備や居住誘導区域外における開発行為に係る勧告基準と併せて、休廃止に係る勧告

基準を定めるなど、届出・勧告制度を適切に運用することが望ましい。 

このように、立地適正化計画は都市全体の観点からまちづくりの理念や将来のま

ちの姿を示すものであることから、都市再生整備計画等を作成する場合にも、立地

適正化計画の内容を踏まえる必要がある。 

 

２ 立地適正化計画において具体的に明らかにされるべき視点等 

立地適正化計画においては、本方針第一の１や第二の２に示した考え方を現実に

実現するよう、以下の視点に基づいて計画を作成し、運用するものとする。 

ア 合意形成 

○ 立地適正化計画の作成、特に居住誘導区域や都市機能誘導区域の設定等に当

たっては、公聴会や説明会などの住民説明、情報公開を通じて、住民の合意形

成プロセスを経るとともに、都市機能に関係する民間事業者、防災関係機関等

の意見を幅広く聞きながら行っていくこと。 

○ 多様な関係者との合意形成を図るという観点から、立地適正化計画の作成に

当たり、市町村都市再生協議会等を活用すること。 

 

イ 連携・調整 

○ 立地適正化計画の内容の実現のためには、隣接市町村等との協調・連携が重

要である。このため、例えば、以下のような取組を行うことも考えられる。 
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・ 公共交通沿線等の複数の市町村が役割分担をしながら連携してコンパクト

化に取り組むため、連携して立地適正化計画を作成すること。 

・ 隣接市町村等の影響を受けることも多いことから、都道府県は、市町村が

立地適正化計画を作成しやすいよう、広域的な調整を図ること。 

○ 居住誘導区域の外となる区域について農業や観光など地域資源をいかした

産業の推進等を検討する必要があること、立地適正化計画は防災に配慮する必

要があることから、市町村の内部においても、都市部局だけでなく、医療・福

祉、産業、公共交通、空家等対策、農業、観光、防災、土木等を担当する他部

局と十分な連携や共同での検討作業を行っていくこと。 

○ 民間のまちづくりに関する活動等と連携・協働して立地適正化計画を作成・

実施すること。特に、「都市のスポンジ化」に係る施策の実施に当たっては、

必要に応じ、低未利用土地の利用等に知見やノウハウを有するまちづくり団体

や不動産関係業者等との連携を図ること。 

 

ウ 不断の見直し 

○ 立地適正化計画は、10 年後、20 年後などの中期的に目指しているまちの姿

を具体的に示し、それに向けて各種の誘導措置を活用して居住や生活サービス

機能を中期的に一定のエリアに誘導していくものであり、以下のとおり動的な

運用を図ること。 

・ 計画の策定後も、地域の実情と時代の変化に合わせて計画を不断に見直す

こと。 

・ 長期的にみて計画の効果が現れた場合には都市計画の変更も検討すること。 

 

エ 評価 

○ 立地適正化計画については、計画の実施状況の調査、分析及び評価を行うこ

とが重要であることから、市町村による自己評価、市町村都市計画審議会など

専門性・中立性を有する組織を活用した第三者評価等を行うこと。 

 

オ 都市計画との有機的な連携 

○ 立地適正化計画は、土地利用規制の指針となると同時に、誘導的手法のプラ

ンでもあるという性格を併せ持つものであり、都市計画との間で有機的な連携

を図ること。 

○ 誘導施策の効果が現れて土地利用に変化が確認された場合には、用途地域の

変更や区域区分を市街化区域から市街化調整区域に変更することなど、都市計

画の変更についても積極的に検討すること。 

 

カ 立地適正化計画の記載事項について 

立地適正化計画には、上記１の内容について、立地の適正化に関する基本的方
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針として記載するとともに、下記の点について留意して作成すること。 

○ 区域の設定について 

・ 居住誘導区域の設定に当たっては、既存の住宅・公共施設の状況や、国立

社会保障・人口問題研究所が公表している将来人口推計などの客観的なデー

タに基づく将来の人口動態等を踏まえ、一定の人口密度を維持する上で将来

人口に即した広さの区域とするなど、適切な範囲に設定すること。また、点

在する市街地や、農業等の従事者が居住している旧来からの集落にも配意す

るほか、市町村合併等の経緯、各集落の歴史的背景も踏まえて設定すること。 

・ 都市機能誘導区域の設定に当たっては、区域内の人口や経済活動のほか、

公共交通へのアクセス等を勘案して適切な範囲に設定すること。 

・ 立地適正化計画には、居住誘導区域と都市機能誘導区域の双方を定めると

ともに、原則として居住誘導区域の中に都市機能誘導区域を定めること。 

・ 駐車場配置適正化区域は、医療・福祉施設、商業施設等の集積に伴い自動

車流入が集中することにより自動車と歩行者との交錯を生じるおそれが高い

エリアに設定すること。 

○ 市町村が講ずべき施策について 

・ 居住や都市機能を誘導するための施策として、公共交通ネットワークの形

成や公共施設の整備等の進め方について示すこと。 

・ 地域の実情に応じた創意工夫により、独自性のある施策を必要に応じて示

すこと。 

・ 公的不動産の有効活用を図るため、地域の実情に応じて、その活用方針に

ついても示すこと。 

・ 「都市のスポンジ化」の進行により、居住誘導区域や都市機能誘導区域に

おいて低未利用土地が相当程度発生している場合などには、住宅や誘導施設

の立地誘導等を図る観点から、地域の実情に応じた必要な対処方策等を示す

こと。 

・ 上記の事項のほか、立地適正化計画を作成した目的・趣旨等に鑑み、関連

する施策や事業の相互の関係等にも留意し、必要な事項を適切に示すこと。 


